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第１章 計画策定にあたって                  

１ 計画策定の背景と趣旨                        

当院では、総務省が示した「公立病院改革ガイドライン」に基づき、2009（平成 21）

年３月に、「春日井市民病院中期経営計画（公立病院改革プラン）」を、「新公立病院改革

ガイドライン」に基づき、2015（平成27）年３月に、「第２次春日井市民病院中期経営計

画」（以下「第２次中期経営計画」という。）を策定し、2009（平成21）年度から2022（令

和４）年度にかけて、当院が果たすべき役割に応じた取組みや課題を解決するため、具

体的取組を定め実施するとともに、数値目標を設定し継続的な経営改善を図ってきまし

た。 

この間に、診療機能の充実や経営基盤の整備を図るなど、計画に掲げた取組みを着実

に進めたことにより、2010（平成22）年度には経常収支の黒字化を達成し、2019（令和

元）年度まで 10 期連続で経常黒字を計上することができました。しかしながら、2020

（令和２）年度は新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えなどにより、患者数

は大きく減少し11年振りの経常赤字を計上する事態となり、2021（令和３）年度は空床

補償等の補助金により経常黒字となったものの本業の医業収支では依然赤字であり、大

変厳しい経営状況となっています。 

こうした中、総務省から2022（令和４）年３月に「持続可能な地域医療提供体制を確

保するための公立病院経営強化ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）が示さ

れました。 

ガイドラインでは、「愛知県地域医療構想」（以下「地域医療構想」という。）等を踏ま

えた当院の役割・機能の最適化と地域医療機関等との連携の強化、医師や看護師等の確

保と2024（令和６）年度から医師にも適用される時間外労働規制（働き方改革）への対

応や、新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組みなど、公立病院が地域にお

ける基幹的な公的医療機関として、持続可能な地域医療提供体制を確保していくための

「公立病院経営強化プラン」の策定を求められています。 

このような状況から、当院を取り巻く状況や当院の現状を踏まえ、今後においても持

続可能な医療提供体制の確保と医療の質の向上を図るため、第３次春日井市民病院中期

経営計画（以下「本計画」という。）を策定することとしました。 

本計画においては、これまでの中期経営計画を踏襲しながら、ガイドラインに基づき、

将来に向けての方針を明らかにし、取り組むべき事業を定めることとします。 
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なお、計画策定後においても、診療報酬や地域医療構想の改定など、病院を取り巻く

様々な環境の変化が予想されることから、必要に応じて随時見直すこととします。 

 

２ 計画の位置づけ                          

  本計画は、総務省から示されているガイドラインに基づき、地域医療構想と整合を図

るとともに、第六次春日井市総合計画に掲げる施策と整合を図るものです。 

 

 図１ 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

   

 

３ 計画期間                              

計画期間は、ガイドラインに基づき2023（令和５）年度から2027（令和９）年度まで

とします。 

 

図２ 計画期間                                （年度） 

計画 2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

2024 

(R6) 

2025 

(R7) 

2026 

(R8) 

2027 

(R9) 

2028 

(R10) 

2029 

(R12) 
・・・ 

春日井市 

総合計画 

          

春日井市民病院

中期経営計画 

          

 

４ 計画の進行管理                           

  毎年度、事業の実施状況を取りまとめ、春日井市民病院事業評価委員会に報告し、そ

の内容を審議します。また、審議内容の結果を病院のホームページなどで公表します。 

第六次春日井市総合計画 

愛知県地域 

保健医療計画 

 

 

春日井市民病院 

中期経営計画 

総務省 

持続可能な地域医療

体制を確保するため

の公立病院経営強化

ガイドライン 

第六次計画（基本計画2018（平成30）年度 

～2027（令和９）年度） 

第２次 

計画 
第３次計画 第４次計画 

地域医療構想 

次期計画 
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第２章 当院を取り巻く状況                  

１ 医療を取り巻く環境                        

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症の流行 

   2019（令和元）年12月に初めて確認された新型コロナウイルス感染症は、翌年には

世界的な流行となり、わが国においても、2020（令和２）年１月に初の感染者が確認

されて以降、感染の拡大と収束を繰り返し、感染の拡大のたびに、医療機関では新型

コロナウイルス感染症患者への対応により、医療提供体制はひっ迫しました。 

公立病院では、積極的な病床確保と入院患者の受入れをはじめ、発熱外来の設置、

ＰＣＲ検査や抗原検査、ワクチン接種等で中核的な役割を果たし、感染症拡大時に公

立病院の果たす役割の重要性が改めて認識されるとともに、一部医療機関に多大な負

荷がかからないように、各病院の機能分化・連携強化等を通じた役割の明確化・最適

化や、医師や看護師等の確保など、感染拡大時に備えた、平時からの取組みをより一

層進める必要性が浮彫りとなりました。 

 

  図３ 感染拡大時における医療機関の役割分担 

 
  ※第７回第８次医療計画に関する検討会から作成 
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 ⑵ 医師の時間外労働規制（働き方改革） 

   2019（令和元）年医師の勤務実態調査によると、病院常勤勤務医の上位 10％が年

1,800 時間以上の時間外労働をしており、わが国の医療は医師の長時間労働により支

えられている側面があります。今後、医療ニーズの変化や医療の高度化に加え、医療

の担い手となる現役世代は急減することが見込まれており、医師への負担は更に増加

すると予想されます。 

   このような状況の中、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」

（平成30年法律第71号）が施行され、医師にも時間外労働規制が原則適用されるこ

ととなり、その適用時期は「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推

進するための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第49号）により、2024

（令和６）年４月からとなりました。 

医療機関においては、医師の時間外労働時間の実態を的確に把握し、他職種へのタ

スクシフトやタスクシェアの推進などを通じて、医師の時間外労働時間の短縮を図っ

ていく必要があります。 

 

図４ 医師の働き方改革 

 
※2021（令和３）年度第１回医療政策研修会及び地域医療構想アドバイザー会議から作成 

 

 

 

 

 



                         第２章 当院を取り巻く状況 

5 

図５ 2025年度以降の人口動態 

 
※第７回第８次医療計画に関する検討会から作成 
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２ 県の状況                             

⑴ 地域医療構想の策定 

県では、将来の人口の見通しや、医療施設・医療施設従事医師・歯科医師数などの

医療資源等の状況、病床機能報告制度に基づいて一般病床・療養病床を有する病院や

診療所から報告された機能ごとの病床数などを踏まえ、地域にふさわしいバランスの

とれた医療機能の分化と連携を推進するため、2016（平成 28）年 10 月に地域医療構

想を策定しました。 

地域医療構想では、構想区域を設定した上で、当該区域ごとの現状や課題を明確に

するとともに、2025（令和７）年に必要と見込まれる病床の機能区分ごとの必要量を

推計し、その推計等に基づき、当該区域の目指すべき医療提供体制を明らかにしてい

ます。 

構想区域の設定は、現行の２次医療圏を一つの単位としており、春日井市は、尾張

北部構想区域（尾張北部医療圏：春日井市、犬山市、江南市、小牧市、岩倉市、大口

町、扶桑町）に属しています。 

 

⑵ 尾張北部構想区域の状況 

 ア 必要病床数 

2021（令和３）年度の病床機能報告結果における尾張北部構想区域の病床内訳は、

高度急性期機能が664床、急性期機能が2,479床、回復期機能が782床、慢性期機

能が 1,348 床の合計 5,273 床となっています。そして、地域医療構想による 2025

（令和７）年における病床の必要量は5,385床で、2021（令和３）年度の病床数と

比較すると、全体の病床数はやや不足するものの、区分別では、回復期機能の病床

が不足する一方、高度急性期機能、急性期機能及び慢性期機能の病床は過剰となっ

ている状況です。 

 

  グラフ１ 2021（令和３）年度病床機能報告結果と 2025（令和７）年必要病床の比較     

（単位：床） 

 
※愛知県地域医療構想及び2021（令和３）年度病床機能報告結果から作成 

565 
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1,822 
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1,789 
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高度
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△99

高度 

急性期 
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合計 
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増減 慢性期 

△139 

急性期 

△657 
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表１ 病床機能報告制度による医療機関が報告する区分 

医療機能の名称  医療機能の内容 

高度急性期機能 
○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高

い医療を提供する機能 

急性期機能 
○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機

能 

回復期機能 

○ 

 

○ 

急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーシ

ョンを提供する機能 

特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折などの患者に対

し、ADL の向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的

に提供する機能（回復期リハビリテーション機能） 

慢性期機能 

○ 

○ 

長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、

筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能 

※厚生労働省ホームページ、病床機能報告制度資料から作成 

 

イ 将来推計人口 

尾張北部構想区域における将来推計人口については、県全体よりも減少率は高く

なると見込まれています。65 歳以上の人口は増加していくと見込まれていますが、

増加率は県全体より低くなっています。75歳以上の人口は2025（令和７）年に向け

て増加し、その後、2040（令和22）年に向けて減少傾向に転じると見込まれていま

す。 

2020（令和２）年の尾張北部構想区域内の自治体別人口では、春日井市は区域全

体のおよそ４割の人口を占めており、その後の推計では人口減少が見込まれますが、

2040（令和22）年においても、人口比率ではほぼ変わらない見込みです。また、減

少幅は尾張北部構想区域全体と同程度と見込まれています。他の自治体では、江南

市と犬山市で構想区域内の中でも大きく減少する見込みですが、大口町や小牧市は

減少が見込まれるものの、その減少幅は尾張北部構想区域全体よりも緩やかと想定

されています。 
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表２ 人口の推移                          （単位：人） 

区   分 2020(Ｒ２)年 2025(Ｒ７)年 2040(Ｒ22)年 

尾張北部 

構想区域 

総 人 口 
735,278 

(1.00) 

716,566 

(0.97) 

656,837 

(0.89) 

 
うち65歳以上 

191,494 

(1.00) 

197,693 

(1.03) 

220,468 

(1.15) 

うち75歳以上 
99,217 

(1.00) 

122,522 

(1.23) 

117,268 

(1.18) 

愛知県 

総 人 口 
7,542,415 

(1.00) 

7,455,615 

(0.99) 

7,070,766 

(0.94) 

 
うち65歳以上 

1,864,603 

(1.00) 

1,949,758 

(1.05) 

2,237,751 

(1.20) 

うち75歳以上 
957,814 

(1.00) 

1,168,774 

(1.22) 

1,207,796 

(1.26) 

※2020（令和２）年は国勢調査、2025（令和７）年以降は国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（2018（平成30）年３月推計）」から作成 

※（ ）は2020（令和２）年を１とした場合の各年の指数 

 

図６ 尾張北部構想区域内自治体の人口                （単位：人） 

 

※2020（令和２）年は国勢調査、2025（令和７）年以降は国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（2018（平成30）年３月推計）」から作成 
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  ウ 入院患者の受療動向 

厚生労働省の2020（令和２）年患者調査によると、尾張北部構想区域内から他の

構想区域へ流出している入院患者の割合は21.6％で、県全体よりやや高くなってい

ます。他の構想区域から尾張北部構想区域に流入してくる入院患者の割合は25.2％

と、県全体を上回り流入が多い状況となっています。 

    

表３ 構想区域別の推計流出入患者（入院）の状況            （単位：％） 

 

    構想区域 

愛知県 

 

尾張 

北部 

名古屋 

尾張 

中部 

尾張 

東部 

尾張 

西部 
知多 海部 

西三河 

北部 

西三河 

南部西 

西三河 

南部東 

東三河 

北部 

東三河 

南部 

推計流入 

入院患者

割合 

22.5 25.2 19.4 56.9 20.1 13.2 28.8 16.1 23.8 23.2 7.1 11.0 

推計流出 

入院患者

割合 

20.9 21.6 16.0 34.6 17.3 33.5 41.7 20.8 24.2 23.0 51.7 8.2 

※厚生労働省・2020（令和２）年患者調査から作成 

    

 

    図７ 尾張北部構想区域の推計流出入患者（入院）の状況       

   

 

 
 

 

 

 

 

 

推計流入入院患者割合 

25.2％ 

推計流出入院患者割合 

21.6％ 
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エ 主な医療機関 

 尾張北部構想区域には、病床数が600床を超える江南厚生病院や、当院と比較的

距離の近い小牧市民病院などの医療機関があります。区域内の主な医療機関は次の

とおりです。 

 

表４ 尾張北部構想区域の主な医療機関（高度急性期と急性期の合計が200床以上） 

（単位：床） 

病院名 所在地 

病床数 

高度 

急性期 
急性期 回復期 慢性期 合 計 

春日井市民病院 春日井市 272 280   552 

名古屋徳洲会総合病院 春日井市 108 174  68 350 

小牧市民病院 小牧市 232 288   520 

江南厚生病院 江南市 48 582 54  684 

さくら総合病院 大口町 4 220 58 108 390 

        ※2021（令和３）年度病床機能報告結果から作成    
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３ 市の状況                             

 ⑴ 人口の推移 

春日井市の人口は、2018（平成30）年をピークに緩やかに減少しており、2022（令

和４）年４月１日現在、309,011人となっています。また、2020（令和２）年国勢調査

での人口は308,681人で、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人

口（2018（平成30）年３月推計）」では、2025（令和７）年以降人口減少が続き、2040

（令和22）年には275,653人になると予測されています。 

 

 ⑵ 年齢別人口の推移 

65歳以上の高齢者は増加を続け、2025（令和７）年には81,046人、2040（令和22）

年には89,848人になると予測されていますが、このうち75歳以上の高齢者について

は、2030（令和 12）年の 51,600 人をピークに減少が見込まれています。それに対し

て、64歳以下の人口は減少を続け、15歳から64歳の生産年齢人口は、2020（令和２）

年の 186,729 人から 2040（令和 22）年には 152,482 人と大幅な減少が見込まれてい

ます。 

 

表５ 人口の推移                        （単位：人） 

区分 
2020年 

（Ｒ２年） 

2025年 

（Ｒ７年） 

2030年 

（Ｒ12年） 

2035年 

（Ｒ17年） 

2040年 

（Ｒ22年） 

0～14歳 41,047 37,974 35,922 34,219 33,323 

15～64歳 186,729 180,823 175,104 165,952 152,482 

65歳以上 80,905 81,046 81,426 83,880 89,848 

内 

訳 

65～74歳 38,826 30,051 29,826 35,297 42,039 

75歳以上 42,079 50,995 51,600 48,583 47,809 

人口割合（%） 13.6 17.0 17.6 17.1 17.3 

総人口【全体】 308,681 299,843 292,452 284,051 275,653 

※2020（令和２）年は国勢調査、2025（令和７）年以降は国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（2018（平成30）年３月推計）」から作成 
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グラフ２ 年齢別人口の推移                     

 
 

⑶ 市内の疾病状況 

  2019（令和元）年の市内の死因をみると、「がん（悪性新生物）」が29.1％と最も高

く、「心疾患」は11.8％、「脳血管疾患」は6.6％と約半数が生活習慣病となっており、

これは国の死因と同じ傾向となっています。今後、高齢化が進むにつれて、がんや心

疾患、脳血管疾患が更に増加していくことが見込まれます。 

 

 グラフ３ 春日井市内の死因構成比（2019（令和元）年）

 

※春日井市統計書（2021（令和３）年版）から作成  

 

41,047 37,974 35,922 34,219 33,323 

186,729 180,823 175,104 165,952 
152,482 

38,826 
30,051 

29,826 
35,297 

42,039 

42,079 
50,995 

51,600 48,583 
47,809 

0
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100,000
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200,000
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⑷ 医療機関の状況 

市内の医療機関としては、当院の他に 350 床を有する名古屋徳洲会総合病院、279

床を有する春日井リハビリテーション病院などがあります。市内の主な医療機関は次

のとおりです。 

 

表６ 市内の主な医療機関（50床以上）                （単位：床） 

病院名 

病床数 

高度 

急性期 
急性期 回復期 慢性期 合 計 

① 春日井市民病院 272 280   552 

② 名古屋徳洲会総合病院 108 174  68 350 

③ 春日井リハビリテーション病院  39  240 279 

④ 愛知県医療療育総合センター中央病院  89  120 209 

⑤ 東海記念病院   54 145  199 

⑥ 高森台病院    160 160 

⑦ 北陽会病院   80 40 120 

⑧ 白山リハビリテーション病院   84  84 

⑨ あさひ病院  40 40  80 

⑩ 足立病院    60 60 

⑪ 光寿会春日井病院    55 55 

※2021（令和３）年度病床機能報告結果から作成 

 

⑦ 
⑩ 

① ⑪ 
⑨ 

③ 
④ 

⑥ 
⑤ 

⑧ 

② 
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第３章 第２次中期経営計画の検証            

１ 具体的取組の実績                       

  第２次中期経営計画において定めた具体的取組の実績は、次のとおりです。 

 

取組 

方針 
基本的取組 具体的取組 主な実施内容 結果 

１
地
域
で
果
た
す
医
療
機
能
の
充
実 

⑴
救 急 医 療

の充実 

重
点 

救命救急センターの設

置 

2015（平成 27）年 12 月に設置
〇 

１ 高度で専門的な医療提

供体制の確保 

脳卒中・心疾患専門医の時間外

の当直・待機体制を確保 
〇 

２ 小児・周産期救急医療提

供体制の確保 

小児科医・産科医の当直・待機

体制を維持 
〇 

３ 休日・平日夜間急病診療

所との連携 

診療体制の確認や課題の対応

など情報共有を実施 
〇 

４ 救急医療の適正受診の

啓発 

パンフレットの配布やポスタ

ー掲示による啓発を実施 
〇 

５ 消防機関との連携 

 

当院研修医と消防機関による

研修や実習を実施 
〇 

⑵ 

高 度 専 門

医 療 の 提

供 

重
点 

緩和ケア病床の設置 

 

2017（平成 29）年２月に設置 
〇 

重
点 

心臓病センターの設置 部署移転に伴い空きとなった

場所に設置可能か検討 
△ 

重
点 

放射線治療の充実 

 

2018（平成 30）年４月に尾張北

部医療圏初の放射線治療セン

ターを開設 

〇 

重
点 

ハイブリッド手術室及

び手術支援ロボット対

応手術室の設置 

2022（令和４）年６月に開設し

た第２診療棟に整備 〇 

重
点 

アレルギーセンターの

設置 

2022（令和４）年６月に開設し

た第２診療棟に整備 
〇 

重
点 

新棟の増築等 

 

第２診療棟の整備及び既存棟

の採血室等を拡張 
〇 

重
点 

がん治療の充実 

 

がん遺伝子パネル検査につい

て他院を紹介する体制を整備 
〇 
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取組 

方針 
基本的取組 具体的取組 主な実施内容 結果 

１
地
域
で
果
た
す
医
療
機
能
の
充
実 

⑵ 

高 度 専 門

医 療 の 提

供 

１ 脳卒中センターの強化 

 

2019（令和元）年９月に脳卒中

ケアユニット（ＳＣＵ）を整備
〇 

２ 高度医療機器の計画的

な更新・導入 

ＣＴや第２診療棟設置の機器

などを計画的に更新・導入 
〇 

⑶ 

地 域 完 結

型 医 療 の

推進 

重
点
・
６ 

ＩＣＴを活用した介護・

医療機関との連携強化 

「春日井さくらネットワーク」

や診療情報を共有する「Tri-

net かすがい」などを構築 

〇 

１ 地域医療連携の推進 

 

当院医師等が医療機関を訪問

するなど顔の見える関係づく

りや各種団体と意見交換等を

実施 

〇 

２ 退院支援の充実 

 

各病棟に専任の退院支援職員

を配置 
〇 

３ 地域連携パスの推進 

 

がん・脳卒中などの疾病に関し

て治療が継続できるよう地域

医療機関と連携 

〇 

４ 地域包括ケアシステム

の構築 

専門、認定看護師が介護事業者

を訪問したり、研修会を開催 
〇 

５ 健康づくり事業等との

協働の推進 

世界糖尿病デーin 春日井や健

康救急フェスティバルに参加 
〇 

７ 病床機能の検討 

 

関係機関等の連絡調整を行い

病床機能のあり方を検討 
〇 

２
市
民
の
立
場
に
立
䣬
た
医
療
サ
䤀
ビ
ス
の

提
供 

⑴ 

安全・安心

な 医 療 の

提供 

重
点 

医療の質の向上 

 

医療の質を評価する指標（QI）

を活用し、病院間の比較や検証

を実施 

〇 

重
点
・
１ 

感染症対策の徹底と検

査体制の充実 

ウイルス疾患発症患者に対し

て抗体を有する職員を優先的

に配置。新型コロナ対策として

発熱外来を設けて一般患者と

隔離して診察、検査などを実施

〇 

重
点 

感染症流行下における

継続した医療の提供 

一般病床の一部を感染症病床

に転用し受入病床を確保 〇 
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取組 

方針 
基本的取組 具体的取組 主な実施内容 結果 

２
市
民
の
立
場
に
立
䣬
た
医
療
サ
䤀
ビ
ス
の
提
供 

⑴ 

安全・安心

な 医 療 の

提供 

２ 医療安全意識の向上 

 

全職員を対象とした研修の実

施や医療事故につながりかね

ない出来事を分析し周知 

〇 

３ 医療相談の充実 

 

総合相談窓口の「さくらカウン

ター」や「がん患者就労支援相

談」を設置 

〇 

４ チーム医療の推進 

 

ＮＳＴ（栄養サポート）、緩和

ケアなど、多職種が早期から患

者支援が行えるようチーム医

療を展開 

〇 

５ 接遇の向上 

 

患者満足度調査や内部講師に

よる接遇研修を実施 
〇 

６ 薬薬連携の推進 

 

地域薬局との研修会の開催や

服用中止薬剤の患者指導を薬

局に依頼するなど連携を推進 

〇 

７ 病院機能評価の受審 

 

2016（平成 28）年度、2021（令

和３）年度に受審しそれぞれ認

定を取得 

〇 

８ ＩＳＯ１５１８９の認

定取得 

2022（令和４）年 12 月に認定

を取得 
〇 

⑵ 
災 害 時 医

療の充実 

１ 災害拠点病院の機能の

拡充 

災害時の上水確保のための井

戸ろ過装置設置やトリアージ

などの訓練を実施 

〇 

２ 災害派遣医療チーム（Ｄ

ＭＡＴ）の拡充・機能の

向上 

2016（平成 28）年度に災害派遣

医療チームを１隊増やし２隊

に拡充 

〇 

３ 災害時にかかる計画な

どの見直し 

災害時における業務継続計画

（ＢＣＰ）を策定 
〇 
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取組 

方針 
基本的取組 具体的取組 主な実施内容 結果 

３
健
全
な
経
営
の
確
保 

⑴ 

医 療 ス タ

ッ フ の 確

保・育成 

重
点 

研修体制の充実 

 

2016（平成 28）年４月に研修管

理室を設置 
〇 

１ 医療スタッフの確保 

 

2015（平成 27）年度当初 852 人

から 2022（令和４）年度当初

957 人に増加 

〇 

２ 医療スタッフの質の向

上 

感染管理、がん化学療法看護な

ど認定看護師の資格を取得 〇 

３ 勤務環境の改善 院内保育所の整備、医師事務作

業補助者の確保や看護師の特

定行為研修の受講など医師業

務のタスクシフトを実施 

〇 

⑵ 

効 率 的 な

病 院 経 営

の推進 

重
点
・
６ 

病院広報の充実 患者向け電子掲示板の導入や

情報誌の発行、市民公開講座の

動画配信などを実施 

〇 

１ 経営意識の向上 

 

毎月の経営状況や院長の訓示

などを掲載した職員新聞を作

成 

〇 

２ 職員からの業務改善提

案 

業務上の改善点や要望を幹部

が聞き取るヒアリングを実施 
〇 

３ 未収金対策 

 

内容証明郵便による督促状の

送付等により未収金を縮減 
〇 

４ 経費の節減 

 

価格交渉の実施や後発医薬品

の採用 
〇 

５ 委託契約の見直し 

 

委託業者との定例会を通じた

実施状況の把握や医療機器の

保守点検業務の見直しを実施 

〇 

７ ＩＣＴ等を活用した業

務の効率化 

自動精算機、オンライン資格確

認やスマホアプリを導入 
〇 

※結果 〇：実施 △：実施に向けて検討・継続中  
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２ 数値目標の実績                      

  第２次中期経営計画に掲げた数値目標の結果は次のとおりです。 

   

表７ 数値目標の実績 

  

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

2022 

（Ｒ４） 

年度 

経常収支比率 
(経常収益÷経

常費用×100) 

(%) 
101.1 103.0 101.4 100.9 101.2 101.0 99.4 100.6 

103.3 104.4 105.8 105.5 104.9 98.6 108.0 103.0 

医業収支比率 
(医業収益÷医

業費用×100) 
(%) 

― 103.7 102.0 100.6 101.5 101.9 101.6 101.4 

102.6 102.2 105.7 105.3 105.1 95.4 97.2 95.0 

職員給与費対 

医業収益比率 
(給与費÷医業

収益×100) 

(%) 

52.4 51.6 52.2 52.1 51.8 51.0 52.7 52.0 

52.3 53.1 50.4 49.9 50.8 56.7 55.3 55.3 

材料費対 

医業収益比率 
(材料費÷医業

収益×100) 

(%) 

19.4 20.4 20.8 20.5 20.5 20.5 21.7 21.2 

20.3 21.3 21.1 21.2 21.7 23.6 24.0 23.2 

委託費対医業

収益比率 
(委託料÷医業

収益×100） 

(%) 

11.9 11.1 11.1 11.2 11.0 10.8 10.2 10.2 

11.0 10.7 10.5 10.4 10.1 11.1 10.6 10.7 

一般病床 

利用率 
(%) 

84.0 84.0 85.0 86.0 87.0 88.0 85.0 87.0 

83.9 84.8 85.4 87.0 88.7 74.1 76.0 78.5 

延入院患者数 

（一般） 
(人) 

170,937 170,470 171,260 173,270 175,770 177,300 171,250 175,290 

170,680 172,119 171,967 175,334 179,243 149,214 153,187 158,100 

１日当たり 

外来患者数 
(人) 

1,300 1,355 1,360 1,370 1,380 1,400 1,370 1,390 

1,335 1,363 1,396 1,415 1,432 1,210 1,297 1,350 

入院患者一人

１日当たり 

診療収入 

(円) 
54,865 58,200 58,600 58,800 59,000 59,200 64,700 64,900 

57,016 58,165 59,778 61,244 62,010 65,939 68,896 68,300 

外来患者１人

１日当たり 

診療収入 

(円) 
12,800 13,140 13,300 13,450 13,600 13,750 15,000 15,200 

13,052 13,313 13,398 13,911 14,624 16,099 16,759 16,700 

機能評価 

係数Ⅱ 
 

― 0.0742 0.0750 0.0760 0.0770 0.0780 0.1300 0.1310 

0.0579 0.0742 0.0753 0.1295 0.1340 0.1340 0.1288 0.1400 

クリニカル 

パス適用率 
(%) 

― 44.0 44.5 45.0 45.5 46.0 47.3 48.0 

42.9 43.4 42.2 43.7 45.9 46.3 46.7 48.5 

紹介率 (%) 
65.5 66.0 66.5 67.0 67.5 68.0 82.0 82.7 

66.2 77.0 81.3 81.4 82.7 80.9 78.7 75.0 

逆紹介率 (%) 
70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 70.0 102.0 102.0 

82.0 86.2 97.0 101.5 102.1 105.4 103.8 100.7 

※上段は計画値、下段は実績値（2022（令和４）年度は決算見込値） 
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３ 総括                            

  第２次中期経営計画に掲げた経営の大きな目標である経常収支比率 100％

以上（経常黒字）の確保は、新型コロナウイルス感染症の影響により、2020

（令和２）年度は経常赤字となりましたが、2019（令和元）年度まで経常黒

字を確保することができました。 

2019（令和元）年度までの経常黒字は、計画に掲げた経営の数値目標を概

ね達成し、当院の経営基盤をより強固にできたことによるものです。 

経営基盤をより強固にする上で重要な医療スタッフの確保については、第

２診療棟の開設や緩和ケア病床の設置などに必要となる医療スタッフを適宜

採用できたことにより診療体制の充実を図ることができました。その他に、

取組事項である高度専門医療の提供、地域完結型医療の推進などを着実に実

施したことにより、地域の医療機関等から当院への紹介率は目標を大きく上

回り、入院・外来患者数が増加し、収入の増加につながりました。 

しかしながら、2020（令和２）年度は新型コロナウイルス感染症の影響に

より患者数が減少しており、経常収支比率を始めとして多くの数値は目標を

下回りました。2021（令和３）年度は感染症患者をより多く受け入れるため、

年間を通じて一般病床の一部を感染症病床として確保したことによる補助金

収入が多額だったことから経常収支比率は目標を上回ったものの、その他は

依然多くの数値で目標を下回っています。 

なお、2022（令和４）年度については、引き続き一般病床の一部を感染症

病床として確保をしていることから、2021（令和３）年度と同様の傾向にな

る見込みです。 
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第４章 当院の状況                      

第２次中期経営計画を着実に実施し、診療機能の充実を図った結果、当院の現状は次

のとおりです。 

 

１ 診療体制                             

⑴ 一般診療体制 

当院は、28科の診療科と一般病床552 床（高度急性期272 床、急性期280 床）、感

染症病床６床、計558床を擁し、地域の基幹病院として地域医療の重要な役割を担っ

ています。 

診療科の他には、必要なときに安心して医療が受けられる救命救急センターや、個

別の病状に対して専門的に治療を行う透析センター、化学療法センター、糖尿病セン

ター、小児アレルギーセンターなどを設置しています。また、薬剤科、臨床検査技術

室、放射線技術室、臨床工学技術室、リハビリテーション技術室などを設置し、医師、

看護師、薬剤師、医療技師が一体となって、医療サービスを提供しています。 

 

 【病床数】 

５５８床 
一般病床 ５５２床（高度急性期２７２床、急性期２８０床） 

感染症病床  ６床 

 ※2022（令和４）年４月１日現在 

 

 【標榜診療科（28診療科）】 

内科、腎臓内科、糖尿病・内分泌内科、脳神経内科、呼吸器内科、消化器内科、

循環器内科、精神科、小児科、外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、 

呼吸器外科、心臓外科、血管外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、 

耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線診断科、放射線治療科、麻酔科、 

歯科口腔外科、病理診断科、救急科 

 ※2022（令和４）年４月１日現在 

 

 【専門外来】 

救命救急センター、透析センター、血管内治療センター、化学療法センター、 

緩和ケアセンター、がん相談支援センター、糖尿病センター、脳卒中センター、

内視鏡センター、放射線治療センター、小児アレルギーセンター 

※2022（令和４）年４月１日現在 
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⑵ 救急医療体制 

当院は、救急患者を受け入れる休日や夜間の体制として、内科系医師、外科系医師

及び救急担当医師を配置しています。また、ＩＣＵ担当医師については24時間体制、

小児科医師については土曜日、祝休日、年末年始には24時間の当直体制、産婦人科医

師については休日、年末年始には24時間の待機又は当直体制としています。さらに、

2019（令和元）年度には、脳神経内科、脳神経外科の医師が24時間体制で診療にあた

る脳卒中ケアユニット（ＳＣＵ）を開設するなど、緊急な場合に対応する診療体制と

しています。 

2014（平成26）年２月からは、当院に隣接して総合保健医療センターが整備された

ことに伴い、救急部を移設・拡充し、新たに救急専用の病床やＣＴ、Ⅹ線一般撮影装

置などの医療機器を設置しました。そして、2015（平成 27）年 10 月１日付けで県か

ら指定を受け、12月１日に救命救急センターを設置しました。 

また、2014（平成26）年６月からは、総合保健医療センター内に移設された第１次

救急医療機関である休日・平日夜間急病診療所と協力して、この地域の救急医療を担

っています。 

 

⑶ 新型コロナウイルス感染症の診療体制 

 当院は、尾張北部医療圏の第二種感染症指定医療機関として、新型コロナウイルス

感染症の入院患者に対しては、当初、感染症病床の６床で対応していました。しかし

ながら、感染拡大に伴いより多くの患者を受け入れられるよう、他の病室に空気が循

環しないようにするなどの感染対策を行った上で、一般病床の一部を感染症病床に転

用しました。 

 また、発熱外来を開設し感染が疑われる患者への対応や、新型コロナワクチン接種

に積極的に取り組むなど、地域の基幹病院として医療提供体制の構築に努めています。 

 

２ 業務概要                             

⑴ 入院患者数 

一般病床の延入院患者数は、2015（平成27）年度は170,680人で、以後、増加傾向

をたどり、2019（令和元）年度には179,243人となりましたが、2020（令和２）年度

は新型コロナウイルス感染症の影響を受け減少しており、2021（令和３）年度は回復

傾向にあるものの、一般病床の一部を感染症患者用に確保したことなどにより、2019

（令和元）年度と比較して26,056人、率にして14.5％減少しています。 

また、一般病床利用率は、2015（平成27）年度が83.9％であったものが、2019（令

和元）年度には88.7％となっています。このことは、地域医療支援病院として、これ

まで続けてきた、かかりつけ医との連携強化に伴い、かかりつけ医からの紹介患者数
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が増加したことによるものと考えられます。 

平均在院日数は、2015（平成 27）年度が 11.2 日であったものが、2021（令和３）

年度には10.8日と0.4日の短縮となっており、当院が急性期病院として、国が推進す

る在院日数の短縮化に努めた結果と考えられます。 

 

  表８ 延入院患者数等の推移 

区  分 

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

延入院 

患者数 
(人) 170,680  172,119 171,967 175,334  179,243  149,214 153,187 

一般病床 

利用率 
（％） 83.9 84.8 85.4 87.0 88.7 74.1 76.0 

平均 

在院日数 
（日） 11.2  11.2  10.9  10.9  11.0  11.1 10.8 

 

⑵ 外来患者数 

延外来患者数においては、2015（平成27）年度の324,332人から毎年増加を続けて

おり、2019（令和元）年度には346,459人となり、2015（平成27）年度と比較し22,127

人、率にして 6.8％増加しています。このことは、入院患者数の増加と同様に、これ

まで進めてきた、かかりつけ医との連携の強化に伴い、かかりつけ医からの紹介患者

数が増加したことによるものと考えられます。 

 

表９ 延外来患者数の推移                       （単位：人） 

区  分 

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

延外来患者数 324,332  331,309 340,574  345,158  346,459  294,094 313,975 

   

 ⑶ 救急車受入件数 

当院の救急車の受入件数は、2019（令和元）年度は9,721件、2020（令和２）年度

は新型コロナウイルス感染症の影響により2019（令和元）年度に比べ減少しているも

のの、2021（令和３）年度には9,438件となっています。これは、県下でもトップク

ラスの受入件数となっており、近隣病院との比較でも当院の救急車受入件数は多い状

況となっています。 
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グラフ４ 当院と近隣病院の救急車受入件数 （単位：件） 

 

  

⑷ 地域医療連携 

2012（平成24）年９月には、県から「地域医療支援病院」に承認されるなど、患者

の紹介や逆紹介、地域連携パスの推進など、地域の診療所（開業医）や慢性期患者の

受入先である後方支援病院との連携の強化を図っています。 

紹介率、逆紹介率はともに上昇傾向にありましたが、2020（令和２）年度以降は低

下しており、2021（令和３）年度は紹介患者数が増加しているにもかかわらず紹介率

は前年度より更に低下しています。これは主に、新型コロナウイルスの感染拡大に伴

う受診控えや、紹介状を持たない発熱等患者の受診が増えたことによるものと考えら

れます。 

また、紹介患者数に占める診療科紹介数の割合は上昇傾向にあります。これは、地

域医療連携の更なる推進によるものと考えられます。 

 

表10 紹介率・逆紹介率の推移                      （単位：％） 

区  分 

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

紹 介 率 66.2 77.0 81.3 81.4 82.7 80.9 78.7 

逆 紹 介 率 82.0 86.2 97.0 101.5 102.1 105.4 103.8 
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グラフ５ 紹介患者数・診療科紹介数・医療機器共同利用件数の推移    

 
 

⑸ 経営状況 

 ア 収益的収支 

   医業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前の2019（令和元）年度

までは患者数が増加していること、ＤＰＣの機能評価係数が高くなることや高度で

専門的な医療の実施により入院診療単価や外来診療単価が上昇したことなどにより、

年々増加しています。 

   医業費用は、職員の増員や、高額な薬品、診療材料の購入や患者の増加に伴い、

給与費や材料費が増加していますが、経常収支は2010（平成22）年度から2019（令

和元）年度まで10年連続で黒字となっており、堅実な経営状況でした。しかしなが

ら、2020（令和２）年度は新型コロナウイルス感染症の影響で患者数が減少し、11

年振りの赤字となりました。2021（令和３）年度は、2020（令和２）年度に比べ患

者数が増加したことや診療単価が上昇したこと、新型コロナウイルス感染症対策事

業に係る補助金収入により経常収支は黒字に転じましたが、医業収支については依

然赤字であり、診療報酬の改定や新型コロナウイルス感染症の影響などの状況によ

っては、今後の経営は厳しい状況も予想されます。 
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表11 収益的収支の推移 （単位：千円） 

    

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

 １. 医 業 収 益 ａ 14,354,269 14,833,508 15,795,383 16,512,540 17,250,213 15,631,231 16,883,647 

収 (1) 入院収益  9,731,420 10,011,236 10,279,870 10,738,136 11,123,009 9,914,947 10,562,626 

 (2) 外来収益  4,233,292 4,410,596 4,563,167 4,801,647 5,066,683 4,734,682 5,261,781 

 (3) 
その他医業

収 益 
 389,557 411,676 952,346 972,757 1,060,521 981,602 1,059,240 

 ２. 医業外収益 ｂ 1,131,611 1,129,380 793,280 805,795 788,645 1,369,290 3,115,567 

 (1) 
一 般 会 計 

補 助 金 
 787,498 784,044 455,153 471,988 464,096 483,187 492,433 

入 (2) 
国 ( 県 ) 

補 助 金 
 25,951 22,955 22,673 22,837 25,487 587,740 2,264,590 

 

(3) 
長期前受金

戻 入 
 108,660 108,761 106,893 106,340 106,237 106,310 125,563 

(4) 
その他 

医業外収益 
 209,502 213,620 208,561 204,630 192,825 192,053 232,981 

 
経  常  収  益 

(a+b) 
(A) 15,485,880 15,962,888 16,588,663 17,318,335 18,038,858 17,000,521 19,999,214 

 １. 医 業 費 用 ｃ 13,989,783 14,519,100 14,941,745 15,683,737 16,412,048 16,378,075 17,373,975 

支 (1) 給 与 費  7,501,383 7,874,525 7,962,002 8,234,951 8,762,507 8,866,157 9,332,823 

 (2) 材 料 費  2,910,333 3,153,739 3,333,769 3,503,795 3,739,736 3,685,484 4,057,900 

 (3) 経 費  2,311,115 2,347,440 2,548,054 2,714,563 2,711,156 2,717,350 2,839,352 

 (4) 減価償却費  1,194,353 1,067,391 1,029,757 1,145,086 1,110,095 1,050,232 1,068,996 

 (5) そ の 他  72,599 76,005 68,163 85,342 88,554 58,852 74,904 

出 ２. 医業外費用 ｄ 996,215 766,991 735,889 724,145 787,209 866,623 1,150,640 

 
経  常  費  用 

(c+d) 
(B) 14,985,998 15,286,091 15,677,634 16,407,882 17,199,257 17,244,698 18,524,615 

経  常  損  益 
 (A)-(B) 

(C) 499,882 676,797 911,029 910,453 839,601 △244,177 1,474,599 

特  別  損  益 (D) △10 0 0 △2,039 △１ △2,106 460 

純   損   益   (C)+(D) 499,872 676,797 911,029 908,414 839,600 △246,283 1,475,059 

累  積  欠  損  金 6,585,944 5,909,147 4,998,118 4,089,704 3,250,104 3,496,387 2,021,328 
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イ 資本的収支 

  建設改良費では、2019（令和元）年度から2022（令和４）年度にかけて第２診療

棟の整備を実施しており、2021（令和３）年度までに設計や工事などの施設費で約

17億円、医療機器で約７億円を支出しました。また、2016（平成28）年度から2017

（平成 29）年度までと 2021（令和３）年度から 2022（令和４）年度までに次期電

子カルテシステムの構築を実施し、2016（平成 28）年度から 2017（平成 29）年度

までに約５億円、2021（令和３）年度に約６億円を支出しています。 

  これらの財源については、第２診療棟の建築工事費は企業債を借り入れ、その他

については自己資金で賄いました。 

 

表12 資本的収支の推移 （単位：千円） 

   

2015 

（Ｈ27） 

年度 

2016 

（Ｈ28） 

年度 

2017 

（Ｈ29） 

年度 

2018 

（Ｈ30） 

年度 

2019 

（Ｒ元） 

年度 

2020 

（Ｒ２） 

年度 

2021 

（Ｒ３） 

年度 

 １. 企 業 債 0 0 0 0 0 82,300 1,694,300 

収 ２. 
一 般 会 計 

出 資 金 
187,290 190,744 194,266 197,857 201,519 205,253 209,061 

 ３. 
国 ( 県 ) 

補 助 金 
8,707 2,676 0 0 1,042 116,971 49,823 

入 ４. そ の 他 9,800 207,400 206,067 210,500 210,633 209,597 11,533 

 収 入 計 (A)  205,797 400,820 400,333 408,357 413,194 614,121 1,964,717 

 １. 
建 設 

改 良 費 
821,239 1,088,962 778,391 492,189 463,158 942,626 3,597,126 

支 ２. 
企 業 債 

償 還 金 
749,158 762,975 777,062 791,427 806,074 821,010 836,240 

出 ３. そ の 他 55,200 54,900 48,600 43,200 42,900 38,400 36,000 

 支 出 計 (B)  1,625,597 1,906,837 1,604,053 1,326,816 1,312,132 1,802,036 4,469,366 

差 引 不 足 額

(A)-(B) 
△1,419,800 △1,506,017 △1,203,720 △918,459 △898,938 △1,187,915 △2,504,649 
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３ 職員体制                             

 ⑴ 職員の状況 

2022（令和４）年４月１日現在、当院には医師145人、看護職員593人、薬剤師40

人、医療技師136人が在籍しており、医療サービスの提供に必要な人員の確保に努め

ています。 

医師の確保のため臨床研修においては、2001（平成13）年３月に臨床研修病院の指

定を受け、2004（平成16）年度からは後期臨床研修制度を創設しました。これにより、

研修医や専攻医を採用し、若手医師の育成や教育に努めています。また、2014（平成

26）年11月には、初期臨床研修プログラムについて、ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機

構の認定を、2022（令和４）年９月には更新審査を受け、研修プログラム内容の更な

る充実を進めています。 

看護師の確保対策として、修学資金の貸与や育児短時間勤務の取得などの多様な勤

務形態によるワーク・ライフ・バランスの推進を実施しています。また、増加する業

務に対応し医療サービスの充実を図るため、薬剤師や診療放射線技師などの医療技師

の充実にも努めています。 

 

表13 2022（令和４）年度の職員数（４月1日現在） （人） 

医師 研修医 薬剤師 医療技師 看護職員 行政職員 労務職員 計 

122 23 40 136 593 41 2 957 

※研修医以外の会計年度任用職員を除く 

 

 ⑵ 医師の時間外労働の状況 

   2021（令和３）年度の医師の時間外労働時間の状況は、医療機関に適用される一般

的水準である年 960 時間を上回る医師は 30 人であり、そのうち、３分の２の 20 人

は卒後臨床研修の研修医・専攻医となっています。時間外労働の要因は、地域医療を

維持するためや、研修医や専攻医については、研修プログラムに沿って基礎的な技能

や能力を習得するためと考えられます。しかしながら、特に時間外労働時間が多い医

師については、健康状態のチェックや休息時間の確保などに取り組むとともに、他の

医師や他職種へのタスクシフトやタスクシェアを推進し、時間外労働時間の縮減を

図る必要があります。 
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  表14 医師の時間外労働時間（2021（令和３）年度） 

年960時間以下 １１７人 
年960時間超1860時間以下 30人 

 うち研修医・専攻医 20人 

※2021（令和３）年度途中で退職した職員は除き、 

途中で入職した職員は勤続月数から年間時間を推計 

 

４ 病院運営の課題                          

今後の病院運営については、一部の診療科において、常勤医師の不在や１名のみによ

る診療体制となっており、また、時間外労働規制への対応のため、医師の確保と他職種

へのタスクシフト・タスクシェアが当院の喫緊の課題となっています。 

また、2020（令和２）年から続く新型コロナウイルス感染症において、引き続き感染

症患者の受入れと通常診療を両立するとともに、2020（令和２）年度から 100％を下回

っている医業収支比率の改善を図っていく必要があります。 

その他、国において社会保障・税一体改革による医療サービス提供体制の改革が進め

られている中、高齢化の進展や現役世代の急減を見据えた病院が果たすべき役割・機能

の最適化と地域医療提供体制を確保していくため病院間での機能の分化や連携を強化

することが求められており、今後の診療報酬の改定で示される国の方向性など、変革す

る医療環境に柔軟に対応していくことが、健全な病院運営を継続していく上で重要な課

題となっています。 
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図８ 病院組織図（2022（令和４）年４月1日現在） 
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第５章 当院の目指す姿                    

医療を取り巻く環境の変化や当院の状況などを踏まえ、当院が目指す医療サービスは

次のとおりです。 

 

１ 当院が果たすべき役割・機能                    

医療法において「医療は、生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし、医師、歯科医師、

薬剤師、看護師、その他の医療の担い手と医療を受ける者との信頼関係に基づき、（中

略） 良質かつ適切なものでなければならない」とされています。また、2013（平成25）

年に制定された「春日井市健康づくり及び地域医療の確保に関する基本条例」第６条第

２項において、市民病院の責務は、「地域医療における基幹的な医療機関として、急性期

の医療及び高度で専門的な医療を担うとともに、地域における医療水準の維持及び向上

を図るものとする。」と規定されています。 

そして、尾張北部医療圏において当院は、心筋梗塞等の心血管疾患や脳卒中、小児・

周産期医療などの医療提供体制の充実を図るとともに、救急医療体制を充実したことに

より救急搬送件数は最も多くなっており、急性期における入院機能を有する病院として

の役割を担っています。また、新型コロナウイルス感染症に対しては、一般病床の一部

を感染症病床に転用し、より多くの患者を受け入れるなど、地域の中核病院としての役

割を担っています。 

さらに、当院は「地域医療支援病院」として地域完結型医療の実現のため、地域の医

療機関との連携強化に努めており、医療・介護従事者への研修会の実施や、患者情報を

共有する「Tri-net かすがい」を導入するなど、地域医療連携の強化と地域包括ケアシ

ステムの構築の支援に取り組んでいます。 

このように、この地域の基幹病院である当院は、高度急性期、一般急性期の病床機能

と感染症の病床を有する病院として、これまで取り組んできた医療サービスを更に充実

させていく必要があります。そして、これらの医療サービスを地域の住民に提供し続け

るためには、更なる経営基盤の強化を図る必要があります。 

これらのことから、当院は、この地域の基幹病院として、引き続き次の役割を果たし

ていく必要があります。 

 

○ 医療を提供する事業者として、患者との相互信頼関係の構築を最も大切にし、患者

に喜ばれる質の高い医療を提供すること。 

○ この地域の基幹病院として、この地域の医療の水準維持と向上を図ること。 

○ 「がん」、「脳卒中」、「心筋梗塞等の心血管疾患」、「糖尿病」、「精神疾患」の５疾病

について、これらの疾患に対する急性期医療及び高度専門医療を提供する役割を果
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たし、また、救急医療、周産期医療や新興感染症発生時の医療などの充実を図り、

地域の住民が、いつでも安心して医療を受けられる医療体制を確保すること。 

○ 患者が住み慣れた地域で暮らせるよう在宅医療体制の構築に向けて、かかりつけ医

や介護サービスを行う方への支援などを通して、国が推進する地域完結型の医療を

推進すること。 

○ 経営基盤の強化を図り、医療サービスを継続し提供すること。 

 

２ 機能分化・連携強化                        

  「第２章 当院を取り巻く状況」に記載のとおり、今後、現役世代の急減に伴い医療

従事者の減少が見込まれており、また、医師の働き方改革に伴い時間外労働時間が短縮

されるものと見込まれています。そのため、持続可能な地域医療提供体制を確保するた

めには、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限活用することが必要と

なります。 

  当院は、今までの経営改善の取組みを通じて、医療スタッフの確保と人材育成に努め

ており、今後も引き続き取り組んでいきます。そして、地域医療支援病院として、地域

連携パスの推進や業務委託として医師を派遣するなど、地域の診療所や受入先である後

方支援病院との連携強化を図り、地域医療提供体制の確保に努めます。 

   

３ 当院の経営形態                           

  公立病院の経営形態は、地方公営企業法の一部又は全部適用、地方独立行政法人化（非

公務員型）、指定管理者制度があり、その他、事業形態を見直し民間への事業譲渡が考え

られます。 

  当院が、今後も地域の基幹病院として、これまで取り組んできた医療サービスを更に

充実し、地域の住民に提供し続けるためには、経営の強化に向けた最適な経営形態を検

討する必要があります。 
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 表15 経営形態の種類 

経営形態 内容 

地方公営企業法

の一部適用 

地方公営企業法のうち財務規定等のみを適用するもので、人事や予算等

は引き続き地方公共団体が行う。 

地方公営企業法

の全部適用 

地方公営企業法のうち財務規定等のみを適用する「一部適用」に対して、

同法の全部を適用するもの。事業管理者に対して、人事や予算等の権限

が付与され、より自律的な経営が可能となることが期待される。 

地方独立行政法

人（非公務員型） 

地方公共団体と別の法人格を有する経営主体に経営を委ねるもの。地方

公共団体が直営で事業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約・

職員定数・人事などの面で、より自律的・弾力的な経営が可能となるこ

とが期待される。 

指定管理者制度 法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、公

の施設の管理を行わせるもの。民間の医療法人等を指定管理者に指定す

ることで、民間的な経営手法の導入が期待される。 

 

当院の経営形態は、地方公営企業法の一部適用であり、経営状況は、2010（平成 22）

年度から新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前の 2019（令和元）年度まで 10 期

連続で経常黒字を計上することができていました。 

計画期間中の経営形態については、市の一部機関として簡素化された事務組織で運営

でき、財務諸表により経営状況を明らかにできる長所を持つとともに、市議会のチェッ

ク機能が発揮される現行の地方公営企業法の一部適用を継続します。 
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４ 基本方針                               

当院が果たすべき役割・機能と当院の経営形態を踏まえ、当院の病院運営に関する基

本方針は引き続き次のとおりとします。 

 

 

１ 人権の尊重によって築かれる相互の信頼のもとに、医療を受けられる方の意思 

が反映された医療を行います。 

 

 ２ 正当な根拠に基づく良質で高水準の医療を効率的に行うために絶えず研鑽し 

ます。 

  

３ 急性期医療の拡充と専門医療の推進に努めます。 

 

４ 地域の基幹病院として、医療機関、介護サービス事業者、保健・福祉行政との 

連携を密にして地域完結型医療を推進します。 

  

５ 公営企業として健全な経営に努めます。 
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第６章 事業の推進                      

１ 事業の体系                            

基本方針のもと当院が果たすべき役割に応じた取組や課題を解決するため、第２次中

期経営計画を踏襲し、３つの取組方針とそれぞれの基本的取組に体系を区分し、それぞ

れ具体的な取組みを推進します。 

 

 

     

         

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当院が果たすべき役割・機能 

取組方針１ 地域で果たす医療機能の充実 

基本的取組１－１ 救急医療の充実 

基本的取組１－３ 地域完結型医療の推進 

基本的取組１－２ 高度専門医療の提供 

取組方針２ 市民の立場に立った医療サービスの提供 

基本的取組２－１ 安全・安心な医療の提供 

基本的取組２－２ 災害時医療の充実 

基本的取組３－１ 医療スタッフの確保・育成 

取組方針３ 健全な経営の確保 

基本的取組３－２ 効率的な病院経営の推進 
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２ 具体的取組                            

 

 

地域の住民が安心して医療が受けられるよう、地域の基幹病院として救急医療や高

度かつ専門的で質の高い医療を提供できる体制づくりに努めます。 

また、他の医療機関、介護サービス事業者、保健・福祉行政と協力し地域完結型の

医療が推進されるよう努めます。 

 

 

 

  ① 救命救急センターの充実 

     緊急性や専門性の高い疾患の救急患者に対応するため、救命救急医療（三次救

急医療）を担う救命救急センターの体制を充実します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇救命救急センター医師の確保 

    〇医師をサポートする救急救命士の確保 

    〇医療スタッフの育成 

    〇夜間・休日における緊急ＭＲＩ（磁気共鳴コンピュータ断層撮影）体制の整備 

    〇休日・平日夜間急病診療所との連携 

 

 

 

 

  ① 心疾患患者の診療機能の充実 

     増加が予想される心疾患に対応できるよう、循環器内科医、心臓外科医や医療

技師など多職種が連携して、検査・診療・早期離床、再発防止のためのリハビリ

テーションを一元的に行う「心臓病センター」の整備を進めます。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇心臓病センターの整備（既存施設改修） 

    〇心臓リハビリテーション等の医療機器購入 

 

 

 

基本的取組１－１ 救急医療の充実 

基本的取組１－２ 高度専門医療の提供 

取組方針１ 地域で果たす医療機能の充実 
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  ② がん治療の充実 

  がん患者が、病状に応じた適切な医療が受けられるよう、これまでの手術、放

射線治療や化学療法に加え、がんゲノム医療の紹介や提供ができる体制を整備し

ます。また、手術支援ロボットを導入するため、専門医の体制の充実を図るとと

もに、医療機器を最新鋭のものに更新し、更なる効果的な治療体制を推進します。 

 

＜主な取組＞ 

〇がんゲノム医療中核拠点病院やがんゲノム医療拠点病院への紹介体制の構築と、

がんゲノム医療の診療体制の整備 

〇ロボット支援手術認定プロクターの取得 

〇最新鋭の放射線治療装置への更新 

 

  ③ 内視鏡検査・治療の充実 

     高齢化の進展とともに増加する医療需要に対して、各診療科が連携して低侵襲

で質の高い高度な内視鏡による検査及び治療を提供します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇2022（令和４）年度に拡充した内視鏡センターの運用による質の高い高度な内

視鏡検査・治療の提供 

 

 

 

 

  ① 地域医療連携の推進 

    地域医療支援病院として、医療機能の役割分担を進めるため、引き続きかかり

つけ医との病診連携や後方支援病院との病病連携を推進し、信頼関係を構築しま

す。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇地域連携パスの推進 

    〇「Ｔｒｉ－ｎｅｔかすがい」を利用した地域の医療機関との診療情報の共有 

    〇多職種による地域の医療機関との情報共有 

 

 

 

基本的取組１－３ 地域完結型医療の推進 
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② 地域包括ケアシステムの推進 

地域包括ケアシステムによる医療・介護・看護・福祉サービス等が適切に提供

されるよう「かすがいねっと連絡帳」を活用するなど、地域医療機関や介護事業

者等との患者情報の共有を進めるとともに、在宅療養への対応を強化するため、

訪問看護ステーションや地域の薬局等の職員の活動を支援します。 

     

    ＜主な取組＞ 

    〇地域の医療・介護従事者等との研修会の開催 

    〇専門、認定看護師等による訪問看護ステーション等の訪問 

    〇薬薬連携の推進 
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市民の立場に立ち、患者が満足できるよう、医療の根幹である安全で安心な医療サー

ビスの提供に努めます。 

また、地震などの大規模災害時に備えて、万が一の場合においても市民に医療サービ

スが提供できるよう体制を充実します。 

 

 

 

① 医療の質の向上 

     当院の診療内容や医療安全などに関するデータを二次利用し、当院のパフォー

マンスを数値で“見える化”し、経時的に公表・評価・業務改善を行い、当院の

医療の質の向上を目指します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇日本病院会が推奨する医療の質評価指標（ＱＩ）の活用 

    〇クリニカルパスの拡充 

    〇病院機能評価の受審 

 

② 医療安全意識の向上 

     安全な医療の提供と医療の質の向上のため、医療安全管理体制の確立や医療事

故の予防など安全な医療を推進します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇医療安全に関する職員研修の実施 

    〇医療事故につながりかねない出来事（インシデント）を分析し、適切な対策を

職員研修等で周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的取組２－１ 安全･安心な医療の提供 

取組方針２ 市民の立場に立った医療サービスの提供 
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③ 院内感染予防対策の徹底 

     全職員が感染対策を理解するよう適切な教育を行うなど院内感染を未然に防止

するとともに、院内感染が発生した場合は、迅速な対応による早期収束を図りま

す。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇感染予防に関する職員研修の実施 

    〇院内巡視（院内ラウンド）の実施 

    〇感染情報の早期収集・早期周知の徹底 

 

④ チーム医療の推進 

     専門的な知識を持った医師・看護師・薬剤師・管理栄養士など多職種による横

断的で、より効果的な診療を行うチーム医療の取組みを推進します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇栄養サポート（ＮＳＴ） 

    〇呼吸療法サポート（ＲＳＴ） 

    〇褥瘡（じょくそう）対策 

    〇緩和ケア 

    〇感染対策（ＩＣＴ） 

    〇認知症ケア 

    〇ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング） 
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① 新興感染症流行下における継続した医療の提供 

新型コロナウイルス感染症や今後も起こり得る新興感染症の流行に対応するた 

め、専門職員の更なる育成に努めるとともに、感染拡大時には地域の基幹病院と

して、地域の医療機関との連携や通常診療を維持しつつ感染患者を受け入れるな

ど、継続した医療の提供に努めます。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇感染対策チーム（ＩＣＴ）の更なる育成 

〇感染拡大時の一般病床から感染症病床への転用 

    〇新型コロナウイルス感染症を踏まえた業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

    〇防護具などの適切な備蓄 

 

② 災害時の医療機能の維持 

     災害拠点病院として、職員の災害意識の向上を図るとともに、災害時医療の機

能の向上に努めます。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇トリアージ等の訓練や講習会の定期的な実施 

    〇災害備蓄品の適切な管理 

    〇業務継続計画（ＢＣＰ）や地震防災マニュアルなどの適切な見直し 

    〇災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の維持及び訓練の実施 

 

  ③ 医療情報セキュリティの強化 

     コンピュータウイルスなどシステムトラブルに備えるため医療情報セキュリテ

ィの強化に努めます。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇情報セキュリティに関する研修会の実施 

    〇システムダウンに備えた訓練の実施 

    〇バックアップ体制の見直し 

 

 

 

基本的取組２－２ 災害時医療の充実 
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継続して医療を提供するため、医師や看護師などの医療スタッフの確保と人材育成

に努めます。 

また、良質で高水準な医療を継続して提供するため、経営基盤の強化に努めます。 

 

 

 

  ① 勤務環境の改善 

医師を始めとした医療スタッフの勤務実態を勤怠管理システムなどを活用して 

客観的に把握し、タスクシフト等による長時間労働の是正により、充実した仕事

と私生活を両立できるよう、職員のワーク・ライフ・バランスを推進します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇医療スタッフの確保 

    〇医師事務作業補助者の確保及び教育の充実 

    〇看護師や医療技師への医師業務のタスクシフトの推進 

    〇医療ＤＸの推進 

 

  ② 医療スタッフの質の向上 

職員の専門性や病院の診療機能の向上を図り、安全・安心で良質な医療を提供 

するために、認定・専門資格などの取得を支援します。また、専門職としての知

識向上を図るため、学会・研修会参加を積極的に支援します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇認定・専門資格の取得による育成支援 

    〇医療安全や接遇などの研修体制の充実 

    〇研究発表の推進と支援 

    〇研修医や専攻医の積極的な受入れと支援 

 

 

 

 

 

 

基本的取組３－１ 医療スタッフの確保・育成 

取組方針３ 健全な経営の確保 
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  ① 経営意識の向上 

効率的な病院経営を図るため、収益・費用などの経営状況や他病院との比較な

どによる分析結果などの情報を、定期的にわかりやすく職員に周知することで、

経営意識を向上させ、収益の増加と経費の削減を図ります。 

また、職員から業務改善提案を提出させることで、経営意識を高めるとともに

経営への参画を促します。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇経営状況やＤＰＣデータの他病院との比較・分析結果の周知による職員の意識

向上 

    〇職員からの業務改善の提案 

 

  ② 収入の確保及び経費の節減 

     未収金対策を進めるとともに、様々な媒体を活用して当院の診療などの取組を

迅速かつ広く発信することにより、患者の増加及び収入の確保を図ります。 

     また、薬品の後発医薬品への切替えや契約内容の見直し、今後の少子高齢化や

人口減少を見越した適正な病床数にすることによる、人件費を始めとした経費の

節減を図ります。 

 

    ＜主な取組＞ 

    〇支払相談、社会保障制度の活用や督促状の送付などによる未収金対策の推進 

    〇ホームページ、広報春日井、病院広報（トリニティ、さくら）、市民公開講座、

フェイスブック、ＹｏｕＴｕｂｅなどの媒体を活用した情報発信の推進 

    〇計画的な医療機器の更新や修繕の実施 

    〇後発医薬品やバイオ後続品（バイオシミラー）の積極的な採用 

    〇薬品、診療材料の価格交渉の実施 

    〇適正な病床数の検討 

基本的取組３－２ 効率的な病院経営の推進 
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第７章 経営計画                       

当院は、第６章において掲げた取組みを実施するため、人材や資金などの資源を投入し、

事業を着実に実施することで健全な経営を継続し、経営基盤をより強固にする必要があり

ます。 

健全な病院経営を行うには、救急医療や高度専門医療を担う医師、看護師、薬剤師など

の医療スタッフの確保や、施設・設備の改修、医療機器の更新、患者数などが要因となっ

ていますが、特に患者数と医療スタッフの確保は最も重要な要因です。 

計画期間において、健全な病院経営を行うために、これらの要因について次のとおり設

定します。 

 

１ 事業に必要な職員数                        

勤務環境の改善や医療機能の充実などの事業を実施するため、必要となる医師や看護

師を始めとする医療スタッフの採用を進めます。 

このように本計画に掲げた事業を推進するにあたり、必要な職員数は次の表のとおり

です。 

 

 

 表16 2027（令和９）年度当初の予定職員数               （単位：人） 

医師 研修医 薬剤師 医療技師 看護職員 行政職員 労務職員 計 

130 24 40 139 594 43 ２ 972 

※研修医以外の会計年度任用職員を除く 
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２ 施設・設備整備計画                        

 ⑴ 施設整備計画 

   1998（平成10）年11月に新市民病院が開院してから24年が経過し、適切な医療環

境を維持するために、計画的な施設改修とともに、院内の診療環境の改善が必要とな

っています。 

計画期間内においては、通常の維持管理業務のほかに心臓病センター設置のための

改修やエレベータの更新などが必要となり、毎年施設改修の費用がかさむことから計

画的な改修を行います。なお、第６章で掲げた「適正な病床数の検討」については、

新型コロナウイルス感染症の影響を見極めた上で実施時期や規模を検討するものとし

て、本計画では、一般病床552床（高度急性期272床、急性期280床）、感染症病床６

床から変更はないものとします。 

    

表17 施設整備計画                           （単位：千円・税抜） 

区分 
2023(Ｒ５) 

年度 

2024(Ｒ６) 

年度 

2025(Ｒ７) 

年度 

2026(Ｒ８) 

年度 

2027(Ｒ９) 

年度 

改修費 398,700 327,500 410,400 270,300 403,800 

  

 ⑵ 医療機器更新整備計画 

医療機器の購入については計画的に更新するとともに、最新の高度医療機器を導入

することにより、地域の医療水準を向上させるという基幹病院としての重要な役割も

果たしていきます。 

今後においては、第２診療棟に設置する手術支援ロボットや、最新鋭の放射線治療

装置の導入など、患者への負担軽減や安全性の向上などの観点から、医療機器の計画

的な導入・更新を図ります。 

 

表18 医療機器更新整備計画                    （単位：千円・税抜） 

区 分 
2023(Ｒ５) 

年度 

2024(Ｒ６) 

年度 

2025(Ｒ７) 

年度 

2026(Ｒ８) 

年度 

2027(Ｒ９) 

年度 

医療機器 

購入費 
700,000 1,200,000 500,000 500,000 500,000 
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３ 経営の健全化                           

  第６章に掲げた具体的取組や第７章の１、２に掲げた職員採用、施設改修、医療機器

の購入などを着実に実施するためには、健全な経営基盤が求められます。 

  そのため、各経営指標の年度ごとの数値目標を次のとおり設定し、計画期間中の経常

黒字を達成していきます。 

なお、現在は新型コロナウイルス感染症の対応に伴い、一般病床の一部を感染症病床

に転用したり人員の確保のため休床としていますが、計画期間内においてはすべての病

床を一般病床として利用できることを前提とします。そのため、引き続き感染症病床の

確保が必要となった場合は、一般病床利用率などの目標は達成できないものと見込まれ

ます。 

 

⑴ 入院収益に関する目標 

  ア 一般病床利用率 

2019（令和元）年度の一般病床利用率は88.7％で、地域の医療機関との連携の強

化に伴い紹介患者が増加したことから、第２次中期経営計画での目標数値の87％を

上回る結果となりましたが、2020（令和２）年度以降は、新型コロナウイルス感染

症の影響により低下しており、2022（令和４）年度は78.5％となる見込みです。 

病院経営においては、入院収益の向上のために、入院患者数の増加を図り、一般

病床利用率を上げることが求められています。そのため、かかりつけ医などからの

紹介患者の増加を図ることができるよう、引き続き医療機関の訪問や情報の提供な

どを通して、かかりつけ医との顔の見える関係を更に強化する必要があります。 

一般病床利用率については、医療費適正化のため、国が推進している平均在院日

数の更なる短縮が見込まれるものの、入院割合の高い高齢者層の人口が増加すると

予測されていることや地域の医療機関との更なる連携の強化を進めることなどを踏

まえ、2019（令和元）年度並みの89.1％を目指します。 

  イ 入院患者１人１日当たり診療収入 

    高度専門医療の充実や効率的な診療、診療報酬改定の動向を踏まえた取組みを行

い、入院単価の上昇を目指します。 

 

⑵ 外来収益に関する目標 

 ア １日当たり外来患者数 

2019（令和元）年度の１日当たりの外来患者数は1,432人と、一般病床利用率と

同様に地域の医療機関との連携の強化に伴い紹介患者が増加したことから、第２次

中期経営計画での数値目標の1,380人を上回る結果となりしたが、2020（令和２）
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年度以降は一般病床利用率と同様に減少しており、2022（令和４）年度の１日当た

り外来患者数は1,350人と見込んでいます。 

外来患者数についても、引き続き地域医療連携を強化することにより、かかりつ

け医などの他の医療機関からの紹介患者を増加させることや診療体制の充実を図る

ものの、患者を速やかに地域の医療機関へ逆紹介することなどにより、１日当たり

の外来患者数は1,400人を目指します。 

  イ 外来患者１人1日当たり診療収入 

化学療法や放射線治療など専門的な治療が必要な患者の増加などにより、１日当

たりの外来単価の上昇を目指します。 

 

⑶ 経費に関する目標 

ア 職員給与費 

職員給与費については、医療体制の拡充に伴い必要とされる医療スタッフの採用

を進めることにより増加しますが、健全な経営により職員給与費対医業収益比率の

縮減に努めます。 

イ 薬品費及び診療材料費 

薬品費及び診療材料費については、薬価の引下げや抗がん剤の使用量の増加など

による影響が予想されますが、必要な数量の見直しなどによる適正な在庫管理や、

他の病院との比較（ベンチマーク）による価格交渉を進めるとともに、後発医薬品

やバイオ後続品（バイオシミラー）の積極的な採用により経費の削減に努めます。 

  ウ 委託費 

    委託費については、業務内容の見直しや長期継続契約などの委託方法の見直しに

より経費の削減を図ります。 

 

⑷ 一般会計が負担する経費 

  病院の経費のうち、その性質上病院収入を充てることが適当でない経費や病院収入

のみをもって充てることが客観的に困難な経費などについては、一般会計が負担する

ものとされており、毎年度、総務副大臣通知により基本的考え方が示されています。 

  計画期間内の当院の一般会計が負担する経費は、総務副大臣通知に基づく範囲内と

し、通知に基づかない一般会計の負担はありません。 

 

⑸ 経常収支比率 

経常収支比率は2010（平成22）年度以降、2020（令和２）年度を除き100％以上を

達成しており、健全な経営基盤を確保し、自立性の高い経営を行うため、引き続き

100％以上を確保する必要があります。 
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そのため、設定した経営指標における目標を達成できるよう経営を推進するととも

に、経常収支比率の一層の上昇を目指します。 

 

表19 数値目標 

    
2023(Ｒ５) 

年度 

2024(Ｒ６) 

年度 

2025(Ｒ７) 

年度 

2026(Ｒ８) 

年度 

2027(Ｒ９) 

年度 

経常収支比率 

(経常収益÷経常費用×100) 
(％) 100.1 100.4 100.0 100.6 100.4 

医業収支比率 
(医業収益÷医業費用×100) 

(％) 100.7 101.2 100.4 101.3 100.9 

修正医業収支比率 
((医業収益 － 一般会計負担

金)÷医業費用×100) 

(％) 96.6 97.0 96.3 97.2 96.9 

職員給与費対医業収益 

比率 
(給与費÷医業収益×100) 

(％) 51.5 51.4 51.5 51.5 51.5 

材料費対医業収益比率 
(材料費÷医業収益×100) 

(％) 21.6 21.7 21.7 21.7 21.6 

委託費対医業収益比率 
(委託料÷医業収益×100) 

(％) 10.5 10.4 10.4 10.4 10.3 

一般病床利用率 (％) 87.5 88.5 88.8 89.0 89.1 

延入院患者数 (一般) (人) 176,700 178,400 179,000 179,400 180,000 

１日当たり外来患者数 (人) 1,390 1,390 1,400 1,400 1,400 

入院患者１人１日当たり 

診療収入 
(円) 68,800 69,000 69,300 69,500 69,700 

外来患者１人１日当たり 

診療収入 
(円) 16,900 16,900 17,000 17,100 17,200 

平均在院日数 (日) 10.7 10.6 10.5 10.4 10.3 

クリニカルパス適用率 (％） 49.5 50.5 51.0 51.5 52.0 

紹介率 (％） 82.0 82.0 82.5 82.5 83.0 

逆紹介率 (％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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４ 収支計画                                 

⑴ 収益的収支 

   収入については、本計画に掲げた事業の取組みにより入院単価、外来単価の上昇な

どにより増加が見込まれます。一方支出についても、職員の確保などに伴う給与費や、

抗がん剤など高額な薬品費や高度専門医療の提供に伴う診療材料費、手術支援ロボッ

トや最新鋭の放射線治療装置などの高額な医療機器の導入に伴う減価償却費などで増

加が見込まれますが、毎年度経常黒字を計上することができ、2023（令和５）年度か

ら2027（令和９）年度までの５年間で約３億円の黒字になると推計しています。 

 

表20 収益的収支の推計 （単位：百万円） 

 
2023(Ｒ５) 

年度 

2024(Ｒ６) 

年度 

2025(Ｒ７) 

年度 

2026(Ｒ８) 

年度 

2027(Ｒ９) 

年度 
合 計 

経常収益 (A) 19,910.4 20,022.2 20,154.1 20,209.7 20,351.8 100,648.2 

経常費用 (B) 19,886.5 19,950.3 20,151.1 20,084.1 20,272.6 100,344.6 

経常損益  

(A)-(B) 
23.9 71.9 3.0 125.6 79.2 303.6 

 

⑵ 資本的収支 

   収入については、企業債償還金に対する一般会計からの繰入金であり、支出につい

ては、医療機器の購入や企業債償還金などであり、今後の収支は次の表のとおり推計

します。 

 

表21 資本的収支の推計     （単位：百万円） 

 
2023（Ｒ５） 

年度 

2024（Ｒ６） 

年度 

2025（Ｒ７） 

年度 

2026（Ｒ８） 

年度 

2027(Ｒ９) 

年度 

資本的収入 (A) 290.2 294.7 299.2 300.0 293.3 

資本的支出 (B) 1,909.5 2,326.1 1,657.8 2,257.7 1,827.4 

差引不足額 

(A)-(B) 
△1,619.3 △2,031.4 △1,358.6 △1,957.7 △1,534.1 
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⑶ 累積欠損金 

   当院の累積欠損金は、地方公営企業会計制度の見直しにより退職引当金などを経理

処理した2014（平成26）年度末には約70億8600万円に膨らみましたが、2021（令和

３）年度末には約20億2,100万円まで減少しました。地域の基幹病院として、今後も

急性期医療や高度専門医療を提供していくためには、今後も累積欠損金を減少させ、

強固な経営基盤を確立する必要があります。 

   計画期間において経常黒字を継続することで、2027（令和９）年度末には約11億円

まで減少すると推計されますが、早期に累積欠損金を解消するため、今後も更なる減

少に努めます。 

 

グラフ６ 累積欠損金の推移 

 

※2022（令和４）年度以降は推計 
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